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下川町土壌改良施設指定管理者募集要領 

 

 下川町土壌改良施設の設置及び管理に関する条例（平成 23 年下川町条例第 22 号）第 4

条に基づく指定管理者を、次のとおり募集します。 

 

1.施設、設備及び備品の概要 

(1)施設の名称 下川町土壌改良施設 

(2)施設の所在地 下川町班渓 1425 番地 3、1425番地 4、1430番地 1、 

1430番地 3、1430 番地 4、1430番地 5 

(3)主な概要 敷地面積 10,826 ㎡ 、発酵棟 1 棟、原料棟 2 棟、副資材保管庫 2

棟、製品保管庫 2 棟、製品保管場、ロータリー式攪拌機 1機 

ホイールローダー2台※1台は夏季のみ 

脱着装置付コンテナ専用車 1台 

堆肥運搬車 1台 

(4)施設の設置目的 地域資源を有効に活用し、生活環境の保全と地域農業の活性化を図 

るため、土壌改良施設を設置する。 

 

2.指定管理者が行う管理の基準 

 施設の管理及び運営については、「下川町土壌改良施設の設置及び管理に関する条例」、「下

川町土壌改良施設管理運営に関する規則」、その他関連する法令等の規定を遵守すること。 

 ※管理の基準に関する細目的事項は、協議のうえ、協定で定めます。 

 

3.指定管理者の業務の範囲 

(1) 家畜ふん尿や下水道汚泥、トマト残渣を原料とした肥料の製造及び販売 

(2) 前号に規定する肥料の有効活用 

(3) 下川町土壌改良施設の施設及び設備の維持管理及び運営に関する業務 

(4) 下川町土壌改良施設の利用の許可に関する業務 

(5) 下川町土壌改良施設の利用料金の収受に関する業務 

(6) その他土壌改良施設の管理運営上、町長が必要と認める業務 

 ※管理の基準に関する細目的事項は、協議のうえ、協定で定めます。 

 

4.指定の期間 

 令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの３年間とします。ただし、管理を継続す

ることが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。 
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5.申込み資格 

 指定管理者の申込ができるのは、次に掲げる条件のすべてを満たすものとします。 

 (1) 団体であること（法人格の有無は問わない） 

 (2) 団体又はその代表者が次の者に該当しないこと 

  ① 法律行為を行う能力を有しない者 

  ② 破産者で復権を得ない者 

  ③ 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項（同項を準用する場合を含む。）の規定によ

り、本町における一般競争入札等の参加を制限されている者 

  ④ 地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取消しを受けたことがある者 

  ⑤ 国税及び地方税を滞納している者 

 (3) 産業廃棄物収集運搬業許可証及び産業廃棄物処分業許可証の許可を有するもの又は

許可を受けようとするもの 

 (4) 町内に事務所又は事業所があること 

 

6.提出書類 

 申込にあたっては、以下の書類を提出していただきます。なお、町が必要と認める場合は、

追加資料の提出を求めることがあります。 

 (1) 申込書（別記第 1 号様式） 

 (2) 申込資格を有していることを証する書類 

  ① 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

  ② 非法人にあっては、団体の代表者の身分証明書 

  ③ 定款、寄附行為、規約その他これらに相当する書類 

④ 申込資格に関する申立書（別記第 2 号様式） 

  ⑤ 国税及び地方税の納税証明書又は納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書

（別記第 2 号様式） 

  ⑥ 産業廃棄物収集運搬業許可証及び産業廃棄物処分業許可証 

   （許可を受けるために申請する旨を記載した確約書） 

 (3) 管理を行う下川町土壌改良施設の事業計画書（様式 3） 

 (4) 管理に係る収支計画書（様式 4） 

 (5) 当該団体の経営状況を証明する書類 

  ① 前事業年度の収支（損益）計算書又はこれらに相当する書類（既に財産的取引活動

をしている団体のみ。） 

  ② 前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類（作成しているも

ののみ。） 

  ③ 現事業年度の収支予算書及び事業計画書（既に財産的取引活動をしている団体及び

新たに指定管理者になろうとする施設の業務以外の事業を開始する団体のみ。） 

  ④ 団体の事業報告書を作成している場合は、当該報告書 

  ⑤ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当する
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書類 

 (6) 令和 6 年度 下川町土壌改良施設指定管理委託料積算根拠 

 

 (7) その他町長が必要と認める書類 

   ※書類に不備がある場合は「不受理」となることがあります。また、申込書類等は 

返却しません。 

 

7.申込関係書類の提出及び提出期間 

 (1) 提出先  下川町役場 産業振興課 

         〒098-1206 北海道上川郡下川町幸町 63 番地 

         電話 01655-4-2511（内線 144） 

 (2) 提出期間 令和 5 年 12 月 15 日（金）から令和 6 年 1 月 10 日（水）まで 

        （ただし、土、日、祭日を除く午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで） 

 (3) 提出方法 提出期間内に持参してください（期日厳守） 

 (4) 提出部数 正本 1 部及び電子媒体（正本と同内容を記録したもの） 

 

8.説明会の開催 

 施設の概要、申込関係書類、業務内容等について、説明会を開催します。 

 （参加される団体は当日の正午までに提出先へ電話でご連絡ください。） 

 (1) 日時：令和 5 年 12 月 25 日（月） 13 時 30 分～ 

 (2) 場所：役場 4 階中会議室 

 

9.選定基準と選定方法 

 以下の選定基準に沿って審査し、指定管理者候補として選定します。 

 (1) 利用者の平等な利用の確保及びサービス向上が図られるものであること。 

 (2) 下川町土壌改良施設の効用を最大限に発揮するものであること。 

 (3) 下川町土壌改良施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られる

ものであること。 

 (4) 下川町土壌改良施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を

有しており、又は確保できる見込みがあること。 

 (5) その他町長等が施設の性質又は目的に応じて別に定める事項 

 

10.申込に要する経費 

 申込に要する経費等はすべて申込者の負担とします。 

 

11.指定管理者の決定 

 指定管理者は、令和 6 年 1 月以降の下川町議会の議決を得て決定（指定）されます。結果

は文書にて申込者に通知します。 
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12.協定の締結 

 管理運営に係る細目的事項については、町と指定管理者が協議のうえ決定し、協定書を締

結します。 

 

13.利用料金の取扱い等 

 町は、指定管理者に対して、施設の管理経費を予算の範囲内で、委託料として支払います。 

（１） 委託料の金額及び支払時期については、指定管理者と協議の上、協定で定め 

ます。 

  （２） 施設の管理運営にかかる収入・支出の経理は、必要な帳簿を作成して 

     単独の会計処理をする必要があります。また、出入金の管理は、団体自体 

     の銀行口座とは別の口座で管理してください。 

  

14.添付書類 

 (1) 下川町土壌改良施設の利用実績（利用量等） 

 (2) 下川町土壌改良施設の設置及び管理に関する条例、同管理運営規則 

 (3) 施設管理経費の支出項目及び収支決算状況 

 (4) 下川町土壌改良施設管理運営業務仕様書 

 

15.その他 

 (1) 申請書類は、原則 A4 版としてください。 

 (2) 申請書類はお返しません。 

 (3) 提出された書類は、下川町情報公開条例に基づき開示することがあります。 

 (4) 町が提供した資料等は、申請に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。 

 

 ■問合せ先 

  下川町役場 産業振興課  

  〒098-1206 北海道上川郡下川町幸町 63 番地 

  電 話  01655-4-2511（内線 144） 

  F  A  X  01655-4-2517 

  E-Mail  nousei@town.shimokawa.hokkaido.jp 


